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はじめに
インター ネット時代の到来によって、ブランド企業（brandcompanies）
のチャネルモデルには巨大な変化が起き、オンラインチャネル（online
channels）とオフチャネル（ofHinechannels）を結ぶ小売モデルは、ユー ザー
体験（userexperience)、市場カバレッジ（marketcoverage)、競争優位櫛
築（competitiveadvantage）などの面で巨大な優位と潜在力を示し、発展
の主流と傾向になっている。多くの企業は従来の単一チャネルからマルチ・
チャネルの小売方法へ転換しつつ、その転換を通じて企業は持続的な市場競
争力を高め､マルチ･チャネルの有効的に統合(integration)することを期待している。
一般的に、多チャネル小売モデルは、従来のブランドチャネル優位を利用し
て新しい顧客を引きつけ、マーケティングコストを節約するだけではなく、もっ
と豊富な小売チャネルによる選択と便利なサービスを提供している。顧客はオ
ンライン店で購入したものを、家の近くにある店で引き取り、あるいは実体店
舗で体験したものを、その後オンラインで購入する。これらの便宜性と周到な
サービス体験は、顧客の感知価値と購入願望および顧客の忠誠度を高める。
本論文は中国国家自然基金プロジェクト（項目番号の71372046）の助成を得た。特に
ここにて感謝する。
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しかし、現実の情況は決して理想的なものではない。オンラインとオフラ
インの間にも問題がある。たとえば、もし顧客がオフラインチャネルに不満
があった場合、オンラインに対する認知が影響される。それ以外に、オンラ
インとオフラインの間でも衝突があり、特に価格の衝突が著しい。これらは
多チャネル小売モデルの予想業績に達しない原因でもある。ますます多くの
企業は、単純に新しいチャネルを増加して多チャネル企業（本文では多チャ
ネル小売モデルを採用したブランド企業を指す）になることで、必ずしも企
業の全体の業績を高め、市場競争力を高めるとは限らない。どのように多
チャネルに対して有効的に統合するかが鍵となる。そのため、本文はこの
テー マをめぐって、多チャネル小売企業「七匹狼」（Septwolves以下七匹狼
と略称）と「インマン」（菌塁以下インマンと略称）を研究対象にし、両企
業のクロスチャネル統合行為を分析し、多チャネル小売モデルへ転換しよう
としている企業にある参考基準を提供する。
具体的には、まず適切な事例を選択し、再度多チヤネルモデルの下でチャ
ネル統合する７つの要素の分析枠組みを提示する。つまり、製品種類、価格
決定戦略、プロモーション方法、顧客サービス、サプライチェーン、利益分
配、組織構築などである。次には重点的に「七匹狼」と「インマン」のクロ
スチャネル統合実践を分析し、最後にはクロスチャネル統合した２種類の方
向誘導をまとめる。
本論の結論は多チャネル小売企業がクロスチャネル統合する際に２種類の
異なるチャネル分離方向（channelseparationorientation）とチャネル融合
指向（channelfUsionorientation)、この２種類異なる方向誘導が存在し、そ
れがまた多チャネル小売モデルを採用した企業のクロスチャネル統合策略の
相違の決定を示している。
本論の主な構造は次の通りである。Ｉ・事例企業の選択基準と事例企業を
紹介、Ⅱ．多チャネル小売モデル下でのクロスチャネル統合の７つ要素の分析
枠組み、Ⅲ．分析枠組みによる事例企業のクロスチャネル統合方法を分析する。
最後はクロスチャネル統合の２種類の方向誘導をまとめる。
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I・事例企業の選択基準と事例企業の紹介
１．事例の選択基準
本論では事例研究方法を取り、しかも事例企業の選出には以下の標準に基
づいている。
（１）事例企業は独立実体として持続した時間が比較的長いこと
（２）事例企業は多チャネル小売の歴史は５年以上であること
（３）事例企業の初期販売チャネルとは差異がある
（４）事例企業のクロスチャネル統合策略が異なる。
そのなかで標準（１）と（２）は、事例企業は長い市場環境変化への時間、
豊富なクロスチャネル統合経験が蓄積され、事例研究に十分な観察空間を提
供できる。標準（３）と（４）は、異なる多チャネル小売企業のクロスチャ
ネル統合の策略相違を解明することである。上述の４つの標準に基づいて、
本論では七匹狼とインマンを選び、それを事例研究の対象とした。
まず、両企業は独立実体として８年以上持続的に小売を経営、しかも５年
以上の多チャネル小売の歴史をもっており、資料が比較的精確で豊かである
こと。そのつぎに、両企業はともにアパレル企業であり、比較しやすい。そ
のなかで、七匹狼はオフラインチャネルから徐々に多チャネル小売企業へ転
換した代表的企業であり、インマンはオンラインチャネルから次第に多チャ
ネル小売企業へ転換した代表的企業である。それぞれは単一チャネル小売モ
デルから、多チャネル小売モデルへ転換した代表的なふたつの経路である。
その比較分析を通じて、このふたつの経路の多チャネル小売企業、それぞれ
のクロスチャネル統合において、各自の持つ特色と相違を明らかにする。
２．データソース
本論のデータソースは、一次資料と二次資料であるが、一次資料は主に従
業員へのインタビューあるいは電話取材によって得たものである。二次資料
の入手先は、その企業の年報、企業の内部資料および企業研究成果に関する
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ニュース、書籍、投資・コンサルティング会社の研究報告、およびその他の
資料を含む。この多様なデータソースは、資料間の相互検証を通じて、研究
の信頼度と有効性を高めていた。
３．事例の背景
ｌ）事例一七匹狼
七匹狼実業株式有限会社は1990年に創立し、本部は福建省晋江市に位置し
ている。福建省においては、アパレル企業として最初に株式上場した企業で
あり、事業内容は七匹狼というメンズファッションブランドの設計、生産と
販売などであった。創立初期、七匹狼企業は「直販十特別許可販売加盟」
の販売モデルをとり、その製品も主にオフラインの実体店舗方法で顧客に販
売していた。しかし電子商取引市場の発展により、七匹狼企業も積極的に単
一チャネルから多チャネル小売モデルに転換しはじめた。2008年、七匹狼は
淘宝のプラットフォームに旗艦店、七匹狼をオープンし、それによって比較
的早期に電子商取引業務を展開した、伝統的アパレル企業である。七匹狼は
初期に電子商取引を利用したのは、単に従来のチャネルに新たにひとつ補充
するだけの考えであり、戦略面においても決して従来のチャネルほど重要視
していたわけではない。創業者周少雄は、取材を受けた際に「電子商取引は
実店舗の販売において重要な補充チャネルであり、在庫（destocking）の重
要な手段でもある。現実の情況からみると、七匹狼のオンラインチャネル販
売の90％の製品は、すべて売れ残り（inventory）です」と言った2。しかし、
電子商取引市場の急速な発展により、七匹狼にとって電子商取引チャネルの
戦略的重要‘性がますます増加していた。2013年、七匹狼は電子商取引部門か
ら独立子会社に昇格し、オフラインとオンラインチャネルの「両輪駆動」へ
の対応が備えており、同社の持続的発展を促進するのに役に立ったのである。
２臭暁燕，康辿「周少雄寒冷激発の「狼キャラクター｣」（"周少雄寒衿激没“狼性"'，）
「マー ケティングの成功」（《成功菅梢》）2013年第１期。
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2）事例ニインマン
インマンは、淘宝のプラットフォームから成長しはじめたインターネット
のレデイースファッション・ブランドであり、2007年に黄建華（CEO）が
設立した。親会社は広州市匪美ファッション企業であり、1998年ＯＤＭ業務
により起業した。2005年、最初はアリババのプラットフォームに頼って外国
貿易の業務を行ったが、その後インマンのブランドを立ち上げ、主に国内電
子商取引小売市場を開拓した。インマンのブランド業務は同企業の主な業務
であり、その電子商取引小売チャネルは主にＴｍall（天猫)、淘宝、Dang‐
Dang（当当)、VIPSHOP（唯品会)、ＪＤ（京東）などの主な電子商取引プラッ
トフォームが含まれている。主に取り扱うものはレディースファッション、
靴、カバン、アクセサリーなどのファッション製品である。2011年、インマ
ンは「自営十加盟」の方法を借りて、オフライン下の実体店舗を開き、そ
れによって正式に多チャネル小売モデルへの転換をはじめていた。
インマンにとって、新チャネルと元のチャネルは同じく重要で、多チャネ
ル小売戦略の重要な構成部分となっている。創始者の方建華は、インマンの
設置したオフラインの実体店舗は販売機能ではなく、ブランド展示と顧客
サービスの機能であると言った。そして、実体店舗への評価は販売量ではな
く、顧客の満足度の評価であると言う。2015年、インマンは更に「商店十
電子商取引十携帯電子商取引」のモデルを採用し、「インマン＋千城万店」
の戦略を実施し、未来５年内全国1,000都市に10,000実体店舗を計画し、その
なかで、一流の直轄都市では大型百貨店と協力して直店販売方法をとり、二
流から四流までの都市では、主にサプライチェーンの加盟方法を取る3．顧客
はインマンのオンラインの旗艦店で気に入った服を決めてから、オフライン
の実体店舗へ試着の予約をする。試着が満足した場合、その場で注文票を出
して商品を引き取ることもできるし、またはＡｐＰあるいはオンラインの旗
３方建華「インマンオフライン下の千市万店」（‘・菌塁探索銭下千城万店雨）「マーケ
ティングの成功」（<成功菅梢>）2016年Ｚ1期
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艦店を通じて注文し、家までに配送され、徹底したオンラインとオフライン
間での隙間のないショッピング体験が実現できた。2016年12月まで、インマ
ンの下にある実体店舗数は400以上にも達していた4．
表１二つの事例企業の比較
七匹狼 インマン
設立 1990年 2007年
創業地 福建晋江 広東広州
事業内容
メンズ、メンズアクセ
サリー、紳士靴等
婦人服、女性靴、リュックサック 、
アクセサリー、子供服、室内装飾品等
初期段階の
チャネルモデル
オフライン小売 オンライン小売
チャネルモデル
転換期
2008年 2011年
多チャネル
経営歴（時間）
８年 ５年
出所：篭者の現地インタビューによる。
Ⅱ、クロスチャネル統合の７つ要素の分析枠組み
クロスチャネル統合は企業が多チャネルの調整活動を通じて、企業が顧客
のために独特な価値を創出し、提供する過程である。クロスチャネル統合は
主に７つの要素が含まれている。製品種類、価格決定戦略、プロモーション
方法、顧客サービス、サプライチェーン、収益分配、組織構築などである。
そのなかで、製品種類、価格決定戦略、プロモーション方法、顧客サービス
は体験層の要素であり、サプライチェーンは交付層要素、収益分配と組織構
築は管理の制御要素となっている。以上の７つの要素は、多チャネル小売企
４インマンの創業者方建華「この八枚のＰＰＴは中国の実体経済、小売業、電子商取引
企業……を救えるかもしれない」2017年３月９日。
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業のクロスチャネル統合分析のフレームワークでもある。
ｌ）製品のカテゴリ
顧客の購買チャネルの選択は、チャネルの所有している品揃えの深さと広
さに大きく左右されており、顧客の視点から言うと、彼らはいつも異なる商
品を購入して自身の需要を満足しようとしている。しかし、企業にとっては、
異なるタイプのチャネルを借りて多くの製品を陳列したりして、コストが高
くなる。オンラインチャネルは、物理的空間制限を受けないために、もっと
多くの商品を展示することができるが、オフラインチャネルでは実体店舗の
場合は、商品棚の空間限界があるために、陳列する商品の数量は比較的に制
限されている。そのため、多チャネル小売企業は合理的にオンラインチャネ
ルとオフチャネルの製品種類を決める必要があり、異なるチャネル間の利益
衝突を減らすためにも、オンラインチャネルとオフチャネルの効果的統合の
実現が求められる。
２）価格決定戦略
通常では、オンラインチャネルの定価はよくオフラインチャネルの定価よ
り低い。その原因は、主にオンラインとオフライン間のコスト相違がもたら
している。オンラインチャネルの製品販売の流れは、主に注文の獲得、製品
の包装、製品の運送、返品処理などであり、そのなかで変動コストが比較的
高いのに対して、オフラインチャネルのコスト構造は、主に商店の賃貸、従
業員の給料など固定コストが主である。オフラインチャネルのコストはオン
ラインチヤネルコストより高いために、多チャネル小売企業はクロスチャネ
ル統合の過程で、オンラインチャネルとオフラインチャネル間での価格衝突
問題を十分考慮して、合理的な価格決定戦略をとらなければならない。それ
によって、はじめてふたつのチャネル間の価格がうまく調整され、もっと良
い顧客サービスが提供され、顧客満足度も高まるだろう。
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３）プロモーション方法
オフラインチャネルとオフラインチャネルの採用したプロモーション方法
は通常とは異なる。オフラインチャネルのプロモーション方法は、主にボー
ナスギフト、現金割引、割引クーポンの償還、ポイントサービス等があるが、
オンラインのプロモーションは、上記の方法に加えてそのほか、団体購入、
秒殺、競売などを採用したインターネットの特色のある販売促進手段が備え
られている。また、販売促進する時間と販売促進する頻度の方面でも融通性
が備えられている。そのため、多チャネル小売企業にとって、合理的なオン
ライン、オフラインのプロモーション戦略を制定するには、顧客にもっと良
い製品‘情報を順次に伝えることだけではなくて、また、彼らの聯買欲求を奮
い立たせ、短期内での製品販売と売り上げを高めなければならない。
４）顧客サービス
顧客サービスは、まず顧客との関係をしっかり管理することであり、顧客
サービス水準を高めることで顧客を維持、引きつける。顧客との関係管理活
動はオンラインとオフラインの顧客データに基づいて、顧客の需要を詳細に
把握しなければならない。そのために、多チャネル小売企業は顧客のデータ
収集と使用において「それぞれ独自の方法」という伝統的な方法を打破し、
統一的に顧客の異なるチャネル間での購買行動とデータを統合し、それに
よってもっと詳しく顧客行為を知り抜き、正しいマーケティング戦略を決
め、顧客のサービスレベルを確実に高めなければならない。そのほかに、顧
客サービスはまた企業の返品政策面での寛容な返品・交換政策があり、それ
は企業のブランドイメージアップにプラス効果となり、顧客のショッピング
体験や顧客の購入願望の増加にもつながる。そのために寛容な返品・交換政
策の制定は、オンラインチャネルとオフラインチャネルの効果的に統合する
のに、重要な保障となっている。
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５）サプライチェーン
多チャネル小売を展開する企業にとって、そのサプライチェーンの統合に
は主にオンラインチャネルとオフラインチャネルがあり、サプライチェーン
の内部と外部ふたつの内容があるが､内部統合は主に企業の物流、資金流れ、
業務と情報流れの有効なコントロールを行い、生産、販売、運送などと緊密
に接続させることである。外部統合は主にどのようにパートナー企業と良好
関係を保ち、市場、在庫などの情報を共有することである。そのために、サ
プライチェーンの建設プロセスとＩＴ情報システムの構築は、サプライ
チェーンが順調に運営する鍵になる。
６）収益分配
多チャネル小売環境のもとで、オンラインチャネルとオフラインチャネル
間の不平等な所得は衝突を招く。たとえば、顧客がオフラインチャネルで自
ら体験した製品を、通常習'慣的にオンラインチャネルで情報検索と価格比較
を行い、それから購買行為を実行する。多数のオンラインチャネルの価格は、
オフラインチャネルの製品より価格が低いため、顧客はオンラインチャネル
を通じて製品を購入する傾向が強い。このように、オフラインチャネルに
とって、顧客購買意欲をもたらすのに重要な役割を果たしたにも関わらず、
その効果は製品の販売量に反映されないために、簡単に利害衝突が誘発され
る。そのために多チャネル小売企業はクロスチャネル統合の過程で、企業の
収益分配管理システムに対して合理的な設計し、オンラインとオフライン
チャネル間の調和を促進すべきである。
７）組織構築
適切な組織の構築制定はクロスチャネル統合の過程においては重要な一環
である。多チャンネの統合の過程には、二種類の組織構築形式がある。ひと
つは、分散（decentralized）組織榊築である。このような組織形式は運営管
理の視点から、すべてのチャネルごとに独自の在庫、仕入れ、マーケテイン
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グ、財務、研究開発などのチームがあって、高度な自主経営権がある。それ
は異なるチャネルが具体的な運常において相違が大きいことを考慮に入れた
からである。もうひとつは、集'''化（centralized）の組織構築であり、この
ような組織は顧客の体験に視点をおき、計算と運営上においては統一した組
織構築を行う。オンラインチャネルとオフラインチャネルの顧客は区分せ
ず、両ラインは深く融合しており、顧客に一体化した体験を提供する。その
ために、多チャネル小売モデル企業はクロスチャネル統合の際に、どんな種
類の組織形式を構築するべきかを考慮しなければならない。
図１クロスチヤネル統合のキー要素
収
サプ
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出所：縦特の現地インタビューにより作成。
Ⅲ、事例企業のクロスチャネル統合方法の分析
１．七匹狼・クロスチャネル統合の分析
2008年に世界金融危機は'''1:K|にも巻き込み、国内外のアパレル市場ニー ズ
は急激に減少した。オンラインの通子商取引の発展はオフラインの実体店舗
の市場占有率は下がる一方だった。この情況に直面して、七匹狼は2008年に
６月に淘宝の旗艦店を開き、オンライン販売を展開して、多チャネル小売モ
デルを実行する。その後、オンライン小売チャネルは次第にＴｍall、ＪＤ（京
束)、VIPSHOP（唯品会)、１番の店が開拓された。2013年に七匹狼は電子
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商取引部門で、独立会社に昇格して運営を行った。つぎには７つの側面から、
七匹狼のクロスチャネル統合を分析する。
ｌ）製品カテゴリ
七匹狼が小売チャネルに従い、品揃えの差別化の戦略を取り、できるだけ
異なるチャネル間の衝突を減らす。オフラインチャネル商売に、七匹狼は販
売店に異なる顧客群によってデザインと種類の差別化を行って区分するよう
にし、自分の特技によって各自の重点を育成して、異なる販売店の各自の経
営特質に重点をおき、同質化傾向を下げる。同時に、七匹狼がそれぞれのラ
インチャネルに旗艦店を設立し、それへの位置付けは多様な製品を提供する
こと。新型の発表はよくＴｍallのショッピングモールにおき、ＰＯＬＯシャ
ツなどの基本的なファッションは２号店に商品を供給し、唯品は主に在庫を
整理するのに用いる5．それほか、七匹狼はオフラインチャネルの製品に対し
て少し高くて設定し、オンラインのルートの製品は少し安く値段を設定する。
２）価格決定戦略
七匹狼はオンラインで顧客の価格への鋭敏‘性とオンラインチャネルでの価
格決定特徴により差別化の価格決定戦略をとる。主にオンラインとオフライ
ンでの製品位置の測定を通じて、オンラインの製品価格実体店舗製品の価格
より低く設定し、オンラインとオフラインは明らかに差別化されている。一
部のオンラインとオフラインの同一製品に対して、七匹狼は政策上では製品
の同一価格政策を採用し、両ライン間の価格衝突を減らそうと期待したが、
しかしそれぞれのオンラインの旗艦店の経営主体が多様化（七匹狼自らの運
営とオンライン販売店の運営など)のために、同じ製品であるにも関わらず、
両ラインの価格には大きいな差が生じた。七匹狼のやったことは、主にその
価格決定を合理的な価格範囲内にコントロールし､価格の衝突を減らすことであった。
５ＨＵＸｌＵ（虎喚例）：https://ｗｗｗ､huxiu,com/article/6099.html．
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３）プロモーション方法
七匹狼の両ラインでのプロモーションはほぼ単独で行った。５月１日
(メーデー)、１０月１日（国慶節）などの伝統的な祝日にはオフラインチャネ
ルが販売促進活動を組織する。「618」（６月18日ＪＤ・京東の祝日）と「双
11」（11月１１日淘宝の祝日・以下「双11」と略称）等の電子商取引の祝日に
はオンラインチャネルが販売促進活動を組織する。オンラインのプロモー
ションは多様で、かつ競争も激化しているので、オンラインの販促頻度は実
体店舗よりはるかに超えている。その他に、七匹狼の権限を授けたオンライ
ン販売店も自分のラインで普及のイベントをすることができ、たとえば流通
量の購入（buytraffic）拡大、広告拡大方法等の販促活動の展開（お金でア
クセス頻度、閲覧量の購入、百度での競売ランキングのように流量を購入)、
広告プレイスの購入（buyadvertisingspaceとは、淘宝のトップペー ジあ
るいは類似のページ上の広告展示プレイス、すなわち３吋Ｘ３吋のトップ
ページの広告プレイスであり、１日15元で自己ブランド展示広告プレイスを
購入）などがある。しかし、七匹狼は、オンラインとオフラインのプロモー
ション活動の統合には全く諦めず、七匹狼の全体ブランドイメージアップに
有利な販売促進活動を行い、七匹狼総部が費用の30％も自ら引き受けていた6．
４）顧客サービス
七匹狼は積極的に各種の新技術をいかに顧客のサービス体系に溶け込むか
を探求している。たとえば、多チャネル小売のＩＴシステムを利用して、七
匹狼のオンライン顧客の検索行為と購買行為を追跡するだけではなく、元の
オフラインの会員に対してもアップグレードを行い、会員がオンラインとオ
フラインの両方を共に使うことができるようにし、顧客サービスの水準を高
６美蓉「七匹狼電子商取引：先に「放し」後に「納める」ネットディーラーの育成」（"七
匹狼屯商：先“放”后．.枚”培弄阿路錘梢商")、中国経営新聞（中国鐙営扱）2012年５
月４日。
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め、顧客の購買体験を改善する。そのほか、返1111,．交換のルー ルにおいては、
普通のオンライン顧客の場合は、ネットでしか返品・交換できないが、ＶＩＰ
顧客の場合は、オフラインの実体店舗でも返品・交換権益を事受することが
できる。これは顧客のために手っ取り早い進IHI・交換サー ビスを提供し、ま
た実体店舗の売り上げにも帯与している。
５）サプライチェーン
七匹狼の両ラインチャネルシステムに比較的単独モデル運営を実施し、そ
れぞれのチャネル体系内でのサプライチェーン統合を行い、すべての生産、
販売、運送などの緊密な連動を実現した。同時に、七匹狼は会社のプラット
フォームＥＲＰシステム支援のオンラインとオフラインチャネル体系の物流、
資金流、業務流および情報流れを統合し、仕入れ、製造、倉庫在庫、配送方
面の協力を贈火する。たとえば、七匹狼はサプライチェーンの情報共有統合
と両ラインの仕入れと製造プラットフォームを通じて、供給商、生産工場と
マーケット情報、在庫情報、生産情報の共有を通じて、盗源配置の合理化、
運営の効率化、規棋の効果を実現し、同時に、両ラインチャネルは市場ニー
ズの変化に速やかに有効な対応を確保する。
６）収益分配
七匹狼の両ラインのプラットフォームは独立した原価計算と利潤中心であ
る。オンラインチャネルの店はオープンコストが低く、営業時間が長い、運
営能率も商い等の優位があり、そのためにオフラインチャネルの既存業務と
収益に大きい衝唯をlIj･えている。チャネルのルート秩序を維持するために、
両ラインの収益バランスを取るために、七匹狼は一方では権限を授けた販売
店に積極的にオンライン業務を展開するように励まし、新しいチャネルから
得た販売:$!:による利益獲得能力を高める。もう一方では、両ラインにリベー
トポリシという差別化政策を実施し、オフラインチャネルにわり高利益返還
で、その製品展示と製品‘体験によるコスト支出を補うことになった。
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７）組織構築
アパレルのオンライン小売規模の高速増加によって、両ラインチヤネル間
の利益衝突を減少するために、七匹狼は電子商取引部門を昇格させ、独立し
た原価採算・利潤決定権を持つ子会社にした。その下には、商品部、チャネ
ル部、運営部、市場部などの職能部門を設置し、両ラインが両輪で駆動する
小売モデルを実現しようとした。この全く新しい組織構築のもとで、電子商
取引企業は内部の管理活動をしっかり行うだけではなくて、また対外市場も
開拓しなければならない。それ以外に、電子商取引企業は単独でオフライン
チャネルの運営部門であるが、電子商取引企業の独立は全く別のグループ会
社のように本社管理から離れるのではなく、その経営行動も七匹狼会社の戦
略的計画に合致しなければいけない。
２．インマン・クロスチャネル統合の分析
2011年、インマンはＴｍallのショッピングセンター の「双１１」のレデイー
スファッションの販売チャンピオンになった後に、オフラインチャネルの実
体店舗を設置する。「自営十加盟」の方法を採用して30社近くの実体店舗を
開き、多チャネル小売企業を展開したが、その時技術、ＱＲコードと物流な
どの基礎の条件が未成熟であったために、実体店舗の経営効果は理想的では
なかった。つまり、短い時間内でのモデルチェンジ効果は理想的ではなかっ
たが、しかしインマンはクロスチャネル統合への探求を諦めなかった。イン
マンは引き続き数年間持続的に情報化システム、会員システムと実体店舗の
建設に投資する。2015年６月、インマンは再びオンラインチャネルとオフラ
インチャネル融合モデルを起動して、そして「インマン＋千市万店」（千城
万店）の戦略を出し、未来の５年内全国の1,000の都市に10,000実体店舗を開
設し、両ラインの多チャネル小売企業の融合を実現する。2016年12月まで、
実体店舗の数は400ぐらいまで達した。それでは、７つの方面からインマン
のクロスチャネル統合を分析する。
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１）製品のカテゴリ
インマンは両ラインの経営とデザインの一体化政策をとり、実体店舗とオ
ンラインの旗艦店は毎週同時に新商品を展示する。オンラインチャネルの製
品展示コストがわりに低いため、商品棚空間も必要ではないので、インマン
はオンラインチャネルの品揃えは実体店舗より多く、実体店舗まで全面的に
カバーし、それと同時に製品ごとのサンプルはただふたつだけ棚に置き、在
庫が切れた場合は倉庫から急速に商品を調達し、できるだけ実体店舗の在庫
を減らす。
２）価格決定戦略
インマンは両ラインに同製品同価格の策略をとり、同一商品の両ラインで
の小売価格も完全に一致している。顧客の選択は完全に彼らの好みによるも
のであり、価格要因の影響を受けていない。そこで、徹底的に価格の衝突問
題を解決しようとした。
３）プロモーション方法
インマンはブランドプロモーションする際に、両ラインは協力しあいなが
ら進行し、販促活動の調和をとる。モバイル・ネットワークの時代、インマ
ンはオフラインの賛助イベント（たとえば、大学学生会との協力で芝居祭な
どを主催）で現場の参加者にインマンのＱＲをダウンロードさせ、速やかに
会員に加入させる。同じく国慶節と双ll等祝日の販売促進活動について、両
ライン間は協力し合って実施し、相互に連動する。たとえば国慶節の場合は、
購入額「199元から１０元を、満299元から20元を、499元から50元を値引きす
る」などの値下げ販促活動を両ライン間で同時に展開した。双１１の時、社交
メディアのプラットフォームとＴｍallのプラットフォームが広告を供給す
るほか、また絶賛放送中のテレビ番組に広告を提供し、オンラインチャネル
に誘導する。
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４）顧客サービス
インマンの専門チームはＣＲＭ（顧客関係の管理）の仕事を展開した。イ
ンマンはユーザーの以前オンラインでの検索の痕跡によって、顧客を異なる
グループに細分し、異なるラベルをつけ、種類別に顧客データベースを作成
して共有し、それによってもっと良い顧客サービスを実現しようとファンの
グループを育成してきた。現在、インマンはすでに600万近くの顧客情報を
掌握している。そして、これらの情報を実体店舗と共有し、実体店舗が顧客
と会った時より的確なサービスを提供するようになる7．そのほか、もっと良
い購入体験をさせるために、顧客がオンラインチャネルとオフラインチャネ
ル間での商品の返品・交換の取り扱いを行っている。
５）サプライチェーン
インマンが両ライン間に統一した管理・運営を実施し、そのため、インマ
ンのサプライチェーンも統一的に管理・運営された。両ラインでの統一管
理・運営のために、サプライチェーンへの高効率を求めているので、サプラ
イチェーンへの統合を重視する。たとえば、すべての製品を統一倉庫に保存
管理、発注、リアルタイムで配送を行い、実体店舗の在庫を「ゼロ」にした。
インマンにはアパレル直営工場が四つあり、生産ラインには高い自主権を
持っており、かつ市場ニーズに対して迅速に反応することができた。そのほ
か、運営チームは毎週在庫ＥＲＰシステムデータと販売データに基づいて販
売予測を行い、その予測に基づいた注文量によって生産を展開し、そしてサ
プライ商と情報を共有しながら、有効に在庫レベルを制御し、市場へのク
イックレスポンスを実現する。
７索研研「インマン＋オンラインでの順風満帆とオフライン体験での新トリック」WIN、
ＳＨＡＮＧ（厭商同）：http://news･winshangcom/html/057/5260.hｔｍｌ
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６）利益分配
価格差で利潤を取る伝統的なビジネス方法と異なり、インマンは先に販売
後に決済する政策を実行し、加盟店の利益も顧客のインマンの製品の購入後
の歩合から取る。実体店舗内にはすべての製品ごとに唯一のＱＲコードを設
け、顧客はそれをスキャンさえすれば、その製品の価格と相応する組み合わ
せが見られる。そこで、インマンは顧客がどの実体店舗で製品情報を得たか
も知る。顧客は実体店舗で一度だけ購買すれば、自動的にこの店の「ファン」
(粉竺）になり、その後この「ファン」はオンラインとその他の実体店舗で
製品を購買しても、この最初の店は相応する歩合が得られる8。
７）組織構築
「千城万店」の戦略実施によって、多くの実体店舗はインマンのチャネル
体系に加入する。顧客に継目のない一体化の購買体験を与え、資源の合理的
な配置を実現するために、インマンは伝統的なアプローチを放棄して別の部
署の管理下に置く方法をやめて、両ライン下で共通の利益体を作った。そし
て、運営センターにより統一的に管理させ、顧客は両ライン間で継目のない
体験ができ、それによって、両ライン下での資源のプロセスは徹底的に統合
された。
七匹狼とインマンのクロスチヤネル統合の比較は、表２に示すとおりである。
８劉暁青「千城万店」（‘・干城万店..）《中岡服飾>、2015年第８期。
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表２七匹狼・インマンのクロスチヤネル統合の比較と方向誘導
クロスチャネル統合
の方向誘導
統合目標
初期新チャネル
への認識
統合レベル
事例企業
製品種類
価格決定戦略
プロモーション
顧客サービス
サプライチェーン
利益分配
組織櫛築
チャネル分離方向
チャネル衝突を減少
元のチャネルへの補充チャ
ネル
相対的に低い
七匹狼
オンラインとオフラインの
品種類を明らかに区分（品
種の差別化）
オンラインとオフラインの
価格は大幅に異なる。同じ
製品でも価格は異なる
オンラインへのアクセス頻
度はオフラインより高く、
それぞれ単独で行う
顧客サービスを高めるデー
タはクロスチャネルの間で
一部共有できる。商品の引
取、返品はクロスチャネル
間で十分行える
比較的単独で運営するが、
仕入れ、物流、保管はオン
ラインとオフラインでの協
力度合が高く、情報は基本
的にサプライチェーン側と
共有できる
オンラインとオフラインで
は独立したコストと利潤計
算
オンラインとオフライン
チャネルはそれぞれ異なる
部門が独立した管理・運営
を行う
チャネル融合配向
顧客に高いショッピング体
験を提供
元のチャネルの重要さと等
しい
相対的に高い
菌受
オンライン品種がオフライ
ンより多く・カバーしてい
る（品種の同質化）
オンラインとオフライン価
格レベルはほぼ同じく、同
製品同価格を実現
オンラインのアクセスはオ
フラインより高いが、両ラ
インは協力し合い、連動し
ている
顧客サービスを高めるデー
タはクロスチャネル間で完
全共有。商品の引取、返品
はクロスチャネル間で行う
のに便宜
統一的に運営。仕入れ、倉
庫保管、物流などのオンラ
インとオフラインは高度な
協力関係にあり、情報はり
アルタイムでサプライチェー
ﾝ側と高い共有度もあり
オンラインとオフラインは
利益の共同享有
オンラインとオフライン
チャネルは同一部門が統一
的に管理・運営する
出所：筆者の現地インタビューと両企業の資料提供により作成した。
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まとめ：クロスチャネル統合における二種類の方向誘導
七匹狼とインマンこの２社の企業がクロスチャネル統合の分析を通じて、
多チャネル小売企業がクロスチャネル統合の時、二つの異なる方向誘導が存
在したことが分かった。それぞれはチャネル分離方向とチャネル融合指向で
あり、この二つの擬なる誘導は多チャネル小売モデルの企業が、クロスチヤ
ネル統合する際に、異なる策略の採用を決めている。
チャネル分離方向の多チャネル小売企業にとって、クロスチャネル統合の
同標は、できるだけオンラインとオフラインチャネルの分離を実現し、チャ
ネル間の衝突を減らして異なるチャネルがそれぞれ各自の力で発展し、業績
に貢献することである。七匹狼は典型的なチャネル分離方向の多チャネル小
売企業である。この方向誘導のもとで、七匹狼のクロスチャネル統合の主な
'1標は、チャネル間の衝突を減らして、企業の持続的発展を促進することで
ある。そのため、七匹狼は市場の細分化した視点に韮づいてクロスチャネル
統合の展開を行い、両ラインのチャネルが製品種類、価格決定戦略、プロ
モーション方法などの方面において明確な区分を行い、異なるチャネルには
異なる細分市場、異なるチャネルには異なる部門とチームの独立運営を行
う。顧客サービスにおいて、サプライチェーンなどとの共有と協力があるが、
しかし全体的に多チャネル間には、双方の良性循環が形成しにくく、顧客の
クロスチャネルの間に一致したショッピング体験もしにくい。
チャネル融合指向の多チャネル小売企業にとって、クロスチャネル統合の
||標は、できるだけ異なるチャネル間の協力を実現し、顧客にクロスチヤネ
ルの一体化によるショッピング体験を提供していることである。インマンは
典型的なチャネル融合指向の多チャネル小売企業である。この方向誘導のも
とで、たとえ短期的な業絃の不振にiIlI:面しても、インマンはクロスチヤネル
統合において絶えず大雌の力を投じ、また製品種類、価格決定戦略、プロ
モーション方法、順客サービス、サプライチェーン、収益分配および組織構
造などにおいても協ﾉJと融合をＭっていた。さらに顧客に一致した購買体験
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をさせたために、企業がクロスチャネル統合の面において、全体的に高いレ
ベルを持っている。しかし、チャネル融合指向のクロスチャネル統合モデル
には複雑な管理の難度、管理コストの上昇により、企業の経営管理能力に対
してもっと高い要求などの問題が存在している。
以上をまとめてみると、異なるタイプの多チャネル小売企業がとったクロ
スチャネル統合の策略は異なり、インマンのようにチャネル融合指向の多
チャネル小売企業は、クロスチャネル統合の核心を、できるだけ異なるチャ
ネルの間で協力しあい、顧客のために両ラインの継目のないショッピング体
験を提供するのに対して、七匹狼のようなチャネル分離方向の多チャネル小
売企業は、クロスチャネル統合の核心を、できるだけ異なるチャネルの間で
の妨害と衝突を減らすことである。そのため、多チャネル小売企業は、自身
の特徴を発展の需要に結び付け、適切なクロスチャネル統合の策略を採用し
て、チャネル統合の効果を高めている。
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